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 建物の用途としての機能は、時間の経過とともに物理的劣化や社会的劣化
により低下する。特に建築設備の機能低下は建物の資産的価値を低下させ、
内部活動の非効率化をもたらす。１９６０年代に建設された建物は、現在築
４０年以上経過していることから、建物の機能劣化や陳腐化はもとより、建
物以上に建築設備の更新が必要とされている。その一方で、従来のスクラッ
プアンドビルド時代のフロー型から建物を社会資本とするストック型への思
考転換が環境面から求められている。そのため、建築設備の更新需要が高く
なることが予測され、都市部においては、良質なストックを促すために、建
築設備の保全、更新の要求が高くなることが考えられる。しかし、長期にお
ける建築設備の保全記録の残っている建物は稀であり、本分野における実態
に沿った研究は少ない。 
本論文では、このような背景のもと、建築設備の保全・更新に関する実態
調査を通じて、長期にわたる建築設備の保全記録を収集し、保全、エネルギ
ー消費、更新時期の相互関係性を明らかにしたもので、今後の建築設備の保
全のあり方を示す意義ある研究と認める。 
 
第１章「従来研究と本研究の位置づけ」では、建築設備の保全に関する研
究、設備更新に関する研究、エネルギー消費に関する研究、ＬＣＣに関する
研究等の従来研究から、建築設備の保全研究の重要性を指摘した。この課題
を解明するためには、建物の長期にわたる保全データ、特に保全とエネルギ
ー消費の変化、更新時期との関係を示すデータの入手が必要不可欠となる。
これまで、本分野の研究が少なかったのは、長期間にわたる詳細なデータの
入手が困難であったことに起因する。本研究では、長期間のデータを数例で
はあるが、取得したことによって、本研究の着手に至った経緯を示している。 
 
第２章「保全による物理的耐用年数への影響」では、建築設備機器の保全
形態の違いと、保全費の物理的耐用年数へ与える影響を明らかにしている。
建築設備メーカーに対し、建築設備機器の更新年と保全費に関するアンケー
ト調査を行い、各設備の耐用年数と更新理由について分析している。その結
果、予防保全と事後保全では、更新年数に差があることを定量的に明らかに
している。また、保全形態による保全費及び物理的耐用年数への影響の考察
から、予防保全による物理的耐用年数を算出する数学モデルを作成し、この
数学モデルを用いてケーススタディを行うことにより、建築設備機器の保全
形態と物理的耐用年数との関係性を明らかにしている。 
 
第３章「物理的要因以外の要因による保全への影響」では、建築設備機器
の中から、空調自動制御システムを対象に保全に関する実態調査を行い、そ
の分析結果から物理的要因以外の要因による保全への影響を明らかにしてい
る。２９７棟の空調自動制御機器の保全費調査から、建物用途別の単位面積
 当たりの累積保全費を分析し、事務所建築における空調自動制御システムの
保全費が他の建物用途と比較し低いことから、潜在化故障の存在を指摘して
いる。その上で、事務所ビル２８棟の自動制御機器の故障・保全履歴を用い
て、各機器の故障率と保全率を導き出している。それらの比較調査により、
潜在化故障の定量化を行い、これを用いて、空調自動制御システムの性能劣
化量の経年変化を試算している。以上の結果より、物理的要因以外の要因に
よる保全行為への影響を明らかにしたことは、これまでになかった貴重なデ
ータと成果である。 
 
第４章「保全によるエネルギー消費への影響」では、中規模事務所ビルの
空調システムを対象に、保全行為のエネルギー消費量に与える影響を明らか
にしている。中規模事務所建築５棟のエネルギー消費量及び保全費の経年変
化を実態調査し、空調エネルギー消費量に与える影響として、気温などの外
部負荷と一般電力負荷の室内負荷、空調システムの劣化が大であることを指
摘している。その上で、エネルギー消費量の推移から空調システムの劣化率
を算出する手法を提示している。本手法を用いて調査建物の空調システムの
経年劣化量を算出し、劣化率と保全費の関係性を明らかにしている。ケース
スタディにより劣化率算出手法の妥当性を検証するとともに、予防保全によ
る経済的有効性を明らかにしている。以上の結果より、空調システムの劣化
率算出手法の有効性を立証するとともに、保全行為がエネルギー消費に与え
る影響を定量的に算出したことは、貴重な研究成果である。 
 
第５章「社会的要因によるエネルギー消費変化の設備更新への影響」では、
社会的要求の増大によるエネルギー消費量の変化が、空調システムの更新・
増設に与える影響について研究している。各種用途別建物のエネルギー消費
量原単位の経年変化とデータセンターやＳＯＨＯなど新用途と従来用途との
エネルギー消費量を比較した結果、社会的要因によるエネルギー消費の影響
の大きさを指摘している。典型的な事務所ビルの１９８１年から２００２年
までの２２年間にわたるエネルギー消費量の経年変化を分析し、その増大要
因を明らかにするとともに、空調設備の更新・増設履歴との相関分析から、
社会的要求とエネルギー消費、空調設備の更新・増設の関係性についても考
察している。結論として、社会的要因によるエネルギー消費量の増大が、設
備更新・増設に与える影響を定量的に示したことは高く評価される。 
 
第６章「保全とエネルギー消費量による更新時期への影響」では、空調シ
ステムを対象として、保全とエネルギー消費量が更新時期に与える影響につ
いて研究している。更新時期の算出には、保全とエネルギー消費が関係して
いることから、ＬＣＣ平均年価算出式を用いた経済寿命による更新時期予測
手法を提案している。入手できた事務所建築の空調システムの３８年間にわ
 たる保全費データを分析し、各サブシステムの累積保全費の法定耐用年数以
前と以後の特性を明らかにしている。この結果より熱源機器と空調機器の累
積保全費予測曲線を作成し、他の事務所建築の累積保全費と比較した結果、
予測曲線と記録がほぼ一致していることから、本手法の有効性を示している。
これらの手法を用いたケーススタディでは、空調システムが法定耐用年数直
後に経済的寿命を迎えることが見いだされた。以上より、システムの更新時
期算出手法の有効性が認められ、法定耐用年数がシステム更新時期と密接な
関係性を持っていることを示したことは、本研究の大きな成果といえる。 
 
第７章「社会的要因による更新時期への影響」では、中規模事務所ビルの
建築設備を対象に専門家や関係者の意見がシステム更新時期に与える影響に
ついて調査している。ビルの管理者へのヒヤリングと保全記録を解析するこ
とによって、建築設備の稼動状況及び定期点検・予防保全の実態を明らかに
している。この保全実態から、設備更新に関わりのある専門家や関係者へ、
建築設備システム更新時期についてデルファイ法を用いたアンケート調査を
行っている。その結果から、各システムの更新時期を算出し、この結果をワ
イブル近似で定量化することにより、ＬＣＣ平均年価と専門家の意見を考慮
したシステム更新時期算定手法を提案している。実例を用いた本手法のケー
ススタディでは、実際の空調システムの更新時期とほぼ一致したことから、
本手法の有効性を示している。以上より、システムの更新時期算出に社会的
要因を取り入れた新しい更新時期算出手法を提示したことは、本研究の成果
と認める。 
 
第８章「結論と展望」では、各章における結論を総括している。 
 
以上を要するに、本研究論文は建物設備の保全に関する実態調査を通じて、
保全とエネルギー消費並びに設備更新との関係性について研究したものであ
る。この研究成果は、今後の良質な社会資本形成に寄与する建築設備のあり
方に、貴重な指針を提供したものと考える。よって、今後の都市環境工学の
発展に大きく寄与するものであり、博士（工学）の学位授与に値するものと
認められる。 
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